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第2章 環境報告の記載事項 

1. 経営責任者のコミットメント 

✓ 重要な環境課題への対応は、事業者の自主的な取組であり、その成果の是非は、最終的にステークホルダー

の評価に委ねられます。その評価の基点となるのが経営責任者のコミットメントです。そのため、事業者が

重要であると判断した環境課題については、その対応方針等を経営責任者の名において対外的に明言します。 

経営責任者のコミットメントの意義 

✓ 経営責任者のコミットメントは、CEO（社長や代表執行役）等の最高経営責任者もしくは代表権のある環境

担当役員が、環境報告を行うにあたり、重要な環境課題への対応についての基本的な考え方や方針を、自ら

の言葉で、評価指標・目標等も交えて具体的に説明し、その実行について明言（コミット）するものです。 

✓ 持続可能な社会への移行過程において、事業者が持続的に成長しようとすれば、事業者は社会との共有価値

を創造しながら、持続可能な社会に適合的なビジネスモデルを確立することが不可欠です。重要な環境課題

への対応は、このプロセスの中で取り組まれるものであり、事業者はその取組成果を通じて持続可能な社会

の実現に貢献します。 

✓ 事業者は、出資者や債権者が拠出した財務的資本だけでなく、自然環境、労働力、社会基盤等の諸資本を利

用して、事業活動を営んでいます。したがって、経営責任者は、これらの資本の提供者に対して、資本をど

のように利用したのかについての道義的な説明責任を負っています。環境報告は、自然環境の利用について、

この説明責任を果たす手段です。 

✓ 重要な環境課題の範囲や内容は、事業者の業種、業態、経営規模等によって異なるので、事業者は、自主的

に、重要な環境課題を特定し、もっとも適切な対応方針を選択して実行します。 

✓ 自主的な取組であるという性格上、コミットメント自体の適切性や実行結果・実績の妥当性は、事業者組織

の外部者であるステークホルダーには判断が困難です。そのため、環境報告では、重要な環境課題にどう対

応するのかを、最終的な責任を負う経営責任者が自らの言葉であらかじめ宣言し、事後的に結果や実績を示

してステークホルダーの評価を受ける仕組み（pledge & review）になっています。この宣言（対外的に明言

（コミット）すること）がコミットメントです。 

経営責任者のコミットメント情報の必要性 

✓ コミットメントがなければ、事業者組織の外部者であるステークホルダーには、重要な環境課題への対応が

適切に行われて、その実行結果・実績が妥当なものか否かの判断ができません。当初の方針・計画を示さず

に結果だけ伝えるならば、どんな結果が出ても事業者はそれが妥当であると説明できるからです。これでは、

環境報告に対するステークホルダーの信頼は著しく損なわれてしまいます。 
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✓ あらかじめ方針・計画を示して、事後的に結果や実績の評価を受ける仕組みが機能するためには、経営責任

者のコミットメント情報が評価の基点として不可欠です。 

報告事項 

□ 重要な環境課題への対応に関する経営責任者のコミットメント 

✓ コミットメントは経営責任者の単なる挨拶やメッセージとは異なります。重要な環境課題への対応は、事

業者が責任をもって取り組むべき経営行動の一部であり、その責任の重さを受け止めて、誠実かつ論理的

に対応方針等を説明することが大切です。 

✓ コミットメントの内容自体が適切かどうか、その実行結果・実績が妥当かどうかは、環境報告を利用する

ステークホルダーが判断するため、コミットメントは明瞭でわかりやすく記載しなければなりません。 

✓ コミットメントは環境報告においてナビゲーターの役割も果たしています。環境報告の利用者は、まずコ

ミットメントを読んで、その具体的な内容をそれ以降の環境報告で理解するので、1) コミットメントは

具体的な説明部分の全体像を俯瞰できるように概略的かつ簡潔に記載すること、2) コミットメントの内

容とその具体的な説明に矛盾がないこと、3) 特段の理由がない限り、具体的な説明はコミットメントの

内容を網羅することが必要です。 

図表 1 経営責任者のコミットメントと具体的な説明の関係 

 

✓ コミットメントにおいては、重要な環境課題への対応が、長期ビジョンの中でどのように位置付けられて

いるか、経営戦略や経営計画とどのような関係にあるのか等、可能な限り、事業者の将来見通し情報と関

連付けて説明することが望まれます。 
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開示例 

 

  

・当社は、持続可能な社会の実現に向けて、サプライチェーンマネジメントの強化と環境配慮製品の

売上高成長を基本方針とする持続性戦略を長期ビジョンに組み込んでいます。 

・当社の重要な環境課題は、気候変動、資源循環・資源効率性、水資源、生物多様性であり、それぞ

れを環境マネジメントの対象として、バリューチェーンレベルでの取組を推進しており、今後もそ

の方針を継続します。 
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参考になる実例 

実例１ 味の素株式会社 

 

（出所）味の素株式会社「味の素グループ サステナビリティデータブック2018」  
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実例２ 東京海上ホールディングス株式会社 

 

（出所）東京海上ホールディングス株式会社「東京海上ホールディングス サステナビリティレポート2018」 
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実例３ 太平洋セメント株式会社 

 

（出所）太平洋セメント株式会社「CSR REPORT 2018」 

 


